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一学校統合 ・学区統合政策の歴史的展開過程に即 して一
1.問題 の所在
教育効果に影響を及ぼす要因の中で在籍生徒数を指標 とした学校の規摸は常に重要な位置
を占めている。 もっともどの程度まで教育の効果性,た とえば,生徒の身体的精神的発達 に
影響をあたえているのかにっいては,先行研究における 「最適規模」の幅の広さを見て もわ
かるように,理論的実証的な研究が不足 してお り,一義的に説明できるまでにはいたってい
ない。あるいは,一義的な説明や理解が不可能なほどにさまざまな要因が複雑に絡み合って
おり,学校教育の効果性におよぼす一要因として学校規模を騎分けすること自体に研究上多
くの障害が立ちはだかっているともいえよう。また,規模 と教育効果のみならず,「規模の
経済性」を学校組織に適用 した研究 も行われているものの,その研究成果がどこまで普遍的
な妥当性をもっのかにっいては未だ定かではないω。
わが国において,都市部での過大学校規模および学級規模 は批判の的となってきてお り,
40人学級化問題等とかかわって学校 ・学級の規模の縮小問題が過去幾年にもわたって論点 と
なっている。アメリカ合衆国において も,都市部,農村部に限 らず学校規模に関す る研究 は
従来さまざまな観点か ら検討されてきているものの,「最適学校規模」 に関 して合意があ る
わけではない。学校規模問題が議論の姐上に載せ られる時に,合衆国においては農村部の小
規模校が問題とされる場合が多いように思われる。すなわち,学校規模問題が浮上 して くる
のは,農村部における小規模学校の教育条件改善策の一環 としての学校規模の 「適正化」問
題についての議論の中においてである。そして,「適正化」のための解決策 として学校統合
政策が重要な意味を持 ってきている。
学区(2)規模論にっいても学校規模論 と同様の傾向がある。すなわち,学区の 「最適規模」
に関 してわが国も合衆国も社会的な合意があるわけではない(3)。これは,地理的条件や行政
的条件や財政的な条件が多様であり,一律に 「最適」学区規模を論 じることができず,また,
画一的に最適規模を設定 したとしても硬直的な教育行政運営に陥る危険性を常にはらんでい
る。
このように現実的な行政運営や研究上の制約条件があるにもかかわらず,合衆国において
は今日まで学区規模にっいて幾多の論争が行われてきている。これらの論争を内容的に見る
と,学区規模 と生徒の教育効果との関連にっいての ものもあるがそれはわずかであり,む し
ろ,教育行財政 における能率性と学区規模との関連性にっいての研究が多い。たとえば生徒
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一人当 りの教育費の学区規模別比較などは典型的な研究テーマとなっている。
合衆国の学校規模問題にっいてのわが国の関心は,た とえば著名なパーカー(Barker,
RogerG),ガンプ(Gump,PaulV.)による調査研究が邦訳(Barker&Gamp)されたよ
うに,必ず しも低いわけではない。ただ し多 くはわが国の学校規模の過大性を裏付けること
を目的として,あ るいは逆に,わが国の学校規模 は全国平均か らみればさらに国際比較をす
れば必ずしも過大でないことの証左 として,合衆国の教員一人当 りの生徒数や平均学校規模
を紹介 している場合が多いように見受けられる。
学区規模 にっいては,わが国では特に市町村教育委員会設置の時期 と前後する1950年代に
おいて教育行政単位問題 として議論され,その際に合衆国の学区制度の実態にっいていくっ
か紹介 されたω。その後の合衆国の学区制度についての代表的な研究としては,永岡氏によ
る合衆国の地方教育行政 にっいての一連の業績がある(5)。
このような従来のわが国における合衆国の学校規模や学区規模研究を要約すると,学校規
模論についてはおもに数量的な比較研究に比重がかかっている.学区規模論にっいては,学
区制度の紹介 とその歴史的な展開過程の素描や学区再編にっいての研究が主要なテーマとなっ
ている.したが って,学校規模の実態分析や学区規模の歴史的変遷にっいての言及 はあって
も,学校および学区の規模の拡大をもたらした要因を実証的にまた理論的背景にまで分け入っ
た研究 は乏 しいといわねばならない.その結果,学校統合や学区統合によって学校の経営管
理が合理化され,教育行政の規模が適正化 し,必然的に教育条件の改善や財政的効率化が も
たらされ,最終的には合衆国の公教育の質的向上が図 られたとす る見方が支配的であ ったよ
うに思われる.
このことはもちろん,合衆国における少なくとも1960年代までの研究動向を反映 している。
しか しなが ら,70年代以降,合衆国では農村部での学校教育,と りわけ,小規模校,小 規摸
学区にっいての歴史的な研究が進展 し,農村部学校の質の見直 しが進められている。そこで
は,学校統合,学区統合を中核的内容 とした教育改革を担 った主体や,教育改革理念 の背景
について積極的に研究が進められ,従来の 「規模が大きくなればなるほどよい教育が可能 と
なる(biggerisbetter)」とする命題がどのような過程を経て社会的に認知 されるようにな
り,そして統合政策 として結実 したのかが明 らかにされっっある。
教育政策の実態や課題を明 らかにするためには,誰がどのような現状分析を試みて,そ し
て,多 くの場合 は複数考えられる選択肢の中か らなぜ特定の政策を選択することになったの
かを究明することは必要不可欠である。決定 された教育政策の遂行の成否を握る要因の一っ
として政策策定主体の正統性や政策実施の理論的根拠の明快性があることはいうまでもない。
このことの認識を欠いたままでは教育政策の成果を評価 したりすることはできない。学校統
合政策や学区統合政策にっいても同様のことがあてはまる。
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本稿は,合衆国の農村部を対象として,学校規模や学区規模にっいての主張が学校統合
および学区統合の政策に結実するまでの過程において,いかなる主体が規模の問題に コミッ
トし,どのような方向性で規模問題を処理 しようとしていたのかを歴史的に明らかにす るこ
とにより,規模の問題 と統合政策の間の理論的特質にっいて考察することを目的としている。
2.農村部における教育課題 と学校統合 ・学区統合の歴史的展開
合衆国においては農村部の教育行政課題が議論される際には,小規模な学校や学区の規模
を統合によって拡大することが常に議論の中心的な位置を占めてきたといってよい。そこで,
歴史的には何を根拠 として統合による規模の拡大がはか られてきたのかが明らかにされなけ
ればならない。
以下では,1840年か ら1970年までの農村教育の変容過程を詳細に分析 しているローゼンフェ
ル ドら(Rosenfeld&Sher)による時期区分に即 して,農村教育問題,す なわち,統合 によ
る学校 と学区の規模の拡大化過程にっいて検討 してみたい。ローゼンフェル ドらの研究 は,
またこの論文の収録 されているシャー編の書物(Sher(1977))は「合衆国の農村教育に特有
な諸課題に関する研究者集団の新世代の到来を告げるものである」(DeYoung,p129)と評
されていることか ら,特に彼 らの世紀転換期以降にっいての研究成果を参照 しながら本論 を
展開することにしたい。
(1)コモンスクール運動の時代における学区の規模論
19世紀中葉 は合衆国教育史上 コモンスクール運動の時代と呼ばれている。コモンスクール
とは1850年代までにおもに北東部諸州を中心として行われていた公教育制度であり,無償性,
義務性,世俗性と州政府による教育組織 ・教育内容の統制を特徴とした学校である。 コモン
スクールを全米各地にあまね く普及させようとする主張が この時期に特に強まったのである。
とりわけ,コモンスクール運動の主導者にとって 「コモ ンスクール」とは社会を創造す る
ための制度であり,次世代の態度や忠誠心や信念体系を洒養 し,そして共通の型 に 「市民 を
形成する」ために最 も有効な手段であると考えられていた。そ して,この意欲的な計画 は信
念とか地方性 とか伝統 といった多くの父母が抱懐 しているあらゆるサブカルチャーのいずれ
よりも優勢な 「共通文化」に忠誠 を誓 っているエ リー トによって促進 されたのである
(Glenn,Jr.,p.236)。
マサチューセッッ州の初代教育長マ ン(Mann,Horace),コネチカ ット州や ロー ドアイ
ラン ド州 の教育長 や連邦教育局の長官 を歴任 したバーナー ド(Barnard,Henry),ピエス
(Pierce,John)等がコモンスクール運動の指導者 として著名であり,彼 らはコモンスクー
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ルを普及させる運動を十字軍 と呼んでいる。
多 くの州のコモンスクール運動の指導者 は密接に連絡を取り合って,社会的地位のある人々
の支持を取 り付けようと努力 し,教育改革者の考案 した最新の教育革新を模倣 し,それらの
考えを民衆に広めるためにさまざまな手段を工夫 した。革新的で主導的な改革主張者にはニュ
ーイ ングランド地方出身者が多かったが,中部大西洋側諸州や中西部諸州 も同時にコモ ンス
クール開設計画を進 めていたため,コモンスクール改革の方途は全米的に驚 くほどの類似 し
た傾向を有 していた。南部では,無償学校教育をはじめとして,施設の改善,教 員養成の改
善,授業 日数の延長等をも含めた学校改革の主張がみ られた。1840年代において南部 の改革
派はマンやバーナー ドやその他の改革派の指導者 らの援助を受 けなが ら,また,ヨ ー ロッパ
の教育に関するレポー トを発表 したり自分たちで教育会議を計画 し開催 して,州議会 にコモ
ンスクール設立を働 きかけた(Kaes七le,p.105)。
このようなコモンスクール運動を必要とした背景には一体どのような教育状況があったの
であろうか。1840年代,50年代の州の学校報告 は地方の学校の状況にっいて繰 り返 し不満 を
述べていた。具体的には,短期間の授業開設,不規則な学校通学,劣 悪な施設,見 通 しのな
い貧弱なディス トリクトによる学校統制,貧困な教員の質,不十分な指導体制,統 一性 の欠
如,冷淡な父母の支持等が主な不満であった(Kaestle,p.106)。
小さな赤いペンキの塗 られた農村部の校舎は一般民衆の教育に関する意識の中では神聖な
ものであった。しかしなが ら,この農村部の教育にっいての牧歌的なバラ色の考え方があっ
たにもかかわらず,早 くも19世紀半ばに始まった専門家 による学校教育といった考え方 が現
れてきたときに,教育関係者は農村部で行われていた教育に対 して否定的な見解を持 ってい
た。教育関係者による農村部の学校教育批判は,一方で,集権化された標準的な教育への志
向か らもたらされたものであるとともに,他方で,農村学校においては欠落 していた,能 率
性 と大規模で専門分化 した洗練 された制度への賛美に起因 していた。
マ ンによるユ840年代におけるマサチューセッツ教育への批判的見解は地方統制を遂行 して
いるデ ィストリク トシステムに向けられていた。マ ンとその後継者は小規模農村学校の不十
分な施設 と質の低い教員を嘆 くとともに,マサチューセッツ州全体のディストリクトシステ
ムを廃止 して学校統制主体をタウンレベルに移行させるために長年にわたって努力を重ねた
のである(Kaestle&Vinovskis,p.100)。
このように,コモンスクールの設立,就学率の向上,授業日数 の増加 とならんで,教 育改
革論者の改革目標はディス トリクト制度を廃止することであった。すなわち,教育費支 出,
教員養成 学校組織 は小規模な地方教育行政 システムの伝統を変革することな くして改善 さ
れることはないと改革論者は信 じていた。ところが実際には,ディス トリクトによる学校の
統制は擁護論者が主張す るほどには長期にわたる強固な歴史を持っ ものではなかった。っま
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り,ニューイングランド地方での学校の統制形態 は住民がタウンの辺境部に拡散 して,近 隣
コミュニティが独自に学校を設立せざるを得なくなった18世紀に一時的にタウンか ら小規模
ディス トリクトに統制権を委ねたに過 ぎなかった。このような分権化の過程 はフロンティア
諸州でも繰 り返 されていた。たとえば,ミ シガ ン州ではコモ ンスクールの公的な統制権 は18
17年から1827年までの問に州当局にあ り,ディス トリクトへの統制権の付与は1827年に法制
化されたにすぎない。ウィスコンシンは州として連邦に加盟 したときに,学校統制権をディ
ス トリクトとタウンと州に分割 していたが,1849年の学校法で多 くの権限をディス トリク ト
に移譲 していた。
したがって,特に新 たに連邦に加盟 した諸州ではディス トリクトシステムは必ず しも長い
伝統に培われていたわけではないが,この教育行政 システムは地方学区住民 にとっては一般
的なシステムとして認知 されていた。 しか しなが ら,州当局者や教育にっいて論陣を張る人々
や州議会での学校建設促進論者 は広域的な教育行政単位や上意下達式の指揮監督を支持 した。
集権的教育行政 システムに移行させようとする運動は次の3方 針に即 して推進された。すな
わち,ディス トリクトを廃止 して広域的なタウンが州の規制の範囲内で専権的に教育行政権
限を行使するタウンシステムに統合すること。州による指揮監督と規制のための機構を整備
すること,学校のディス トリク トによる恣意的な統制から公的統制への移行を促進すること,
である。か くして,ディストリク トによる学校統制方式に対す る批判が1840年代 と50年代 の
州の学校報告の主要テーマとなっていたのである。
州の学校報告の中で具体的には次のことが指摘 されていた。小規模なディス トリク トによ
る統制は教員の選考委員会が無力であるために能力のない教員を採用することになる。また,
小規模ディストリク ト住民は課税自体に抵抗 し,ないしは,教育革新や健全な教育専門家に
よる実践 に対 して無関心であるために,授業開設 日数が少なく校舎は荒れ果て設備は貧弱 に
なっている。また,デ ィス トリクト間の資産が不均衡であり,学校税に対する意識が多様で
あるためにコモンスクールの施設の不平等が固定化することとなる。 したがって,統合は学
校教育費を引き上 げるとともに学校間 ・学区間の格差を平準化することになる,と主張 して
いる(Kaestle,p.112)。
以上のように,コモンスクールを設立維持するためには教育行政単位を広域化することが
必要であるとの主張とともに,州が教育行政 において主導的な役割を果たさなければならな
いと主張 された。州の教育権限の強化とは具体的には州教育長を代表 とする教育行政担当部
局の設置 とそれへの権限の集中である。
このような,デ ィス トリクト制度への強力な批判や教育 に関する州当局の権限の強化が強
く訴えられたにもかかわ らず,実際には学区統合はあまり行われていなかった。学区を廃止
してより広域のタウンに教育行政権を委ねるべきであるとの当時の主張や教育行政における
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意思決定を有識者に委ねるべきであるとの主張 は,デモクラットとホイッグの両政治的立場
の衝突に如実に反映されているように,必ず しも実効可能性を伴 ったものではなかった。す
なわち,ホイッグのマ ンらの主張する州権の強化という方向性は当時のジャクソニアン ・デ
モクラシーの影響 もあり州教育委員会の設置でさえも住民 による地方統制の原則を脅かす も
のとして考えたデモクラット側による地方自治権の主張を理論的にも克服する必要があった
のである。
ただ し,西漸運動によって,あ らたに人々が移住 していった地域においてはニューイング
ラン ド諸州ほどコミュニティへの根強い伝統やコミュニティの安定性がなかったために行政
単位 としてのカウンティを基盤として政府活動が行われ,学校統制 システムもカウンティの
境界 と一致 して組織されるようになった。このことは南部諸州において も同様であり,農村
部における一般行政の組織は学校が組織され管理され統制 される仕方にっいての一っの主要
な決定要素となった(Rosenfeld&Sher,p.15)。
このように,政治的な確執 もあり教育政策 として特に学区統合が実施されることは少なかっ
たといってよいが,理想的学校管理形態 として提示されたコモンスクールの改革者の指針は,
地方学区による学校の統制ではなく,州を主体 として統制することの重要性や,小規模学区
の非効果性や非効率性といった考え方を全米に普及させることには寄与 したのである。
②19世 紀後半における学校 ・学区規模論 と統合問題
19世紀末は学区の統合,すなわち,ディス トリクトの統合によってディス トリク ト制度 を
廃止 しタウンに教育行政権を委ねる政策が現実的に実施 されは じめた時期である。統合論者
はこの時代になると自らの権力,権威 統制を強化することになる専門職主義 を地方 自治擁
護論者に遠慮することなく訴えることができるほどにその支持基盤を強固なものにしていた。
この動向をニューイ ングランド地方と東部,中西部諸州 に即 してみていくと次のようになる
(Rosenfe丑d&Sher,pp.19-20)。
ニューイングランド地方ではディストリク トシステムとタウンシステムの並存状況が続 い
ていたが,1882年にマサチューセッッ州でディス トリクトシステムが廃止 され地方教育行政
システムがタウンに一元化された。同様に,ニューハンプシャー州では1885年にタウ ンシス
テムが創設され,1892年にはタウンに教育行政権限を移譲 した。バーモ ント州で も同年 にタ
ウンが必置になった。メイ ン州でも1893年に先例にな らって,タ ウンに教育行政権を委ねた。
ロー ドアイランドやコネティカット州ではあえて行政上の再編をしなくとも学校統合が可能
なまでに都市化 していたため,タ ウンシステムと境界的に一致するディス トリク トシステム
が存続 した。
ニュージャージ州,ペンシルバニァ州,オハイオ州,イ ンディアナ州等のニューイングラ
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ンド地方以外の東部諸州や中西部諸州でもニューイングランド諸州にならって,タウンシス
テムないしタウンシップシステムを採用 したり,採用を働 きかける法案を可決するように圧
力がかかっていた。
このように,諸州ではタウンシステムの採用 という,ディス トリク ト統合を促す要因が存
在 していたものの,この時期におけるタウンシステムへの移行は任意である場合が多かった
(6)。教育関係者は農村部住民が集権化を受け入れ自発的に学校統制を放棄することを期待 し
たが,このようなソフトなアプローチに対 して農村部住民は屈することな く,む しろ,デ ィ
ス トリク ト統合に対 しては一致団結 して抵抗 していた。
歴史研究に利用できる多 くの文書 は統合のもたらす利益を享受する教育関係者や政治家に
よって記されているために,農村部住民の抵抗の根拠を文書資料によって明らかにすること
は困難であるが,抵抗の根拠として推測できるのは,教育費の上昇,土 地価格 の下落,学 校
の位置にっいての不満等であった(Rosenfeld&Sher,p.17)。ここで注目されなければな
らないのは,学校やディス トリクトの統合反対の根拠が教育的な動機ではな く,む しろ,土
地価格の低下や統合に伴 う教育費支出の増加に懸念を示 しているように1経済的な動機か ら
発 していることである(Rosenfeld&Sher,p.17)。
農村部における学校統合や学区統合を強力に推進することに決定的な影響を与えることに
なっ'たのは,全米教育協会(NationalEducationAssociation)が1890年代 に組織 した
「農村学校 に関する12人委員会」である。同委員会の報告 の中では,学校 の統合,生 徒の通
学手段の確侃 カウンティの教育長による専門的な観点か らの指揮監督,学校 と政治 との分
離,専門的な訓練を受 けた教員の配置,カ リキュラムと日々の生活との連結といった農村学
校の改善策について有力な専門職者の間で合意ができていた。すなわち,教育専門職者によっ
て計画された一つの最善のシステム(onebestsystem)の形態のもとで,農村学校 は生徒
に健全な価値と職業技術を必ずや教えることができる,そしてそうすることによって,専 門
職者のリーダーシップのもとで標準化 された近代化 されたコミュニティにすることができる
と考えられた(Tyack(1974),p.23),のである。
この時代においても,中西部や西部の領地に人々が移住 し,たいてい1校 のみを有す る何
千ものディス トリク トが組織された。州の教育当局者や教育専門職者は特に師範学校教育学
者は小規模ディス トリク トは非効率的でありコス ト的に倍かかることを主張 してお り,この
ような,統合に向けた動因があったにもかかわ らず,地方学区は可能な限り自治的な学校運
営を望んで しばしば統合に抵抗 した。
以上のように,19世紀全体を通 じて小規模学区を統合 しようとする動きは非常にゆっくり
とした歩みであった。統合が全米的な趨勢 として実施されるようになるのは20世紀にはいっ
てか らである。20世紀にはいって統合に影響を及ぼ した要因として,都市化 ・産業化 の進展
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により農村家族が減少 し1教室の近隣学校を維持することが困難になって きたこと,通学手
段や通学路の改善により広域的な統合校への通学が容易になったこと,若干の州で大規模な
補助金の形態をとった財政的な誘導策が導入 されたこと等である(Gutek,p。104)。
(3)世紀転換期における統合政策の実施
世紀転換期 になると,学校および学区の統合を促進させるために州によってさまざまな施
策が実施 されるようになってきた。それ らの施策の中で重要なものは,すでに述べたように,
生徒の統合校への遠距離通学を可能にするための通学手段の整備を規則化 した法律が州議会
で可決 されるようになったことと,統合を促進するために統合校の建設費や経常費への補助
金額を引 き上げるといった財政誘導策が採用されたことである。
生徒の通学手段の確保に関連 した規則の制定にっいてみると,マサチューセッツ州 は早 く
も1869年に生徒通学法を制定 し,1894年までにはニューイングランド諸州全部とフロリダ州
が,1894年か ら1919年の間にはそのほかの全米の州が生徒通学関連法を制定 していた。当時
における生徒の通学手段 としては幌馬車,乗合馬車,馬の引 くそり,蒸気エ ンジンの車,初
期型の自動車であった(Rosenfeld&Sher,p27)。
学校や学区の統合促進のための財政誘導策として,た とえば,オ クラホマ州,ア ラバマ州,
ノースキャロライナ州,ウ ィスコンシン州,テ ネシー州は学校統合 と学年別に学級が組織 さ
れる学年制学校(gradedschoo1)の設置を促進 させるために学校施設への援助 を行 った。
アラバマ州は1917年に 「農村学校法(RuralSchoolAct)」を改正 して大規模校舎や校地 に
州か らの補助金の交付が有利となるよ うにした り,ウィスコンシン州でもこれと同様の方式
の補助を行 っている。オクラホマ州の1911年法では組合立学校や学年制学校や統合校の建設
費への半額補助を規定 している。アイォワ州,ネ ブラスカ州,サ ウスダコタ州,ウェストバー
ジニア州,デ ラウェア州,テ ネシー州,テ キサス州などは統合校 に直接 に補助金を支出 し,
特に,アイオワ州では1913年に2教 室を上回る教室を有す る全ての学校に補助を行い1917年
までに226件の統合が行われた。ネブラスカ州では1915年の統合学校法にもとついて学校規
模 とカリキュラムの多様性に比例配分 した州補助金を支出 している(Rosenfeld&Sher,
P28)。
以上のように,農村部諸州に限らず都市化 しっっある北東部諸州においても安全な生徒の
通学を保証するためや,一定規模校への財政誘導策を導入 したために学校統合が推進 されて
いったのである。 もちろん,因果関係か らみれば,学校統合を促進することを狙い として,
これらの施策が実施されたともみなす ことができる。
世紀転換期における学校統合,学区統合の動向は歴史的,社会経済的な相違 によ って,ま
た一般行政制度の相違に基づいて州 ごとに様相を異にしている。こういった相違を地域別に
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分けてみると以下のようになる(Rosenfeld&Sher,pp.30-31)。
南部諸州についてみると,従来から南部では伝統的に学校の管理に関 してはカウンティの
教育行政官が広範 な教育行政権限を有 しており,世紀転換期に至ってカウンティの教育委員
会が任意にカウンティ内をディス トリク トに分割することができるように した。学校統合の
動 きはあったものの,住民の居住地がその他の地域 と比較 して疎 らであったこともあ り,単
教員単教室学校 はこの時期においてはいまだ多 く存在 していた。
西部諸州においては学校統合よ りもむ しろ教育行政単位の広域化が主要な課題 となってい
た。ユタ州やニューメキシコ州にみ られるように学校統合は強力な反対に直面 して進展する
ことはなかったが,それぞれ1915年,1917年にディス トリク トシステムからカウンティシス
テムへの移行を完遂 している。
中西部諸州についてみると,他の地域と比較 して統合への歩みはより緩やかであ り,散発
的に行われていた。 ミネソタ州やカンザス州は州議会で学校統合関連法が制定されたものの
コミュニティを説得することができずに事実上 ほとんど実施 されていなかった り,学校統合
関連法の制定自体が暗礁に乗 り上げたウィスコンシン州の例 もある。インディアナ州は1889
年に生徒通学関連法や州教育長の強力なリ」ダーシップのもとに急速に統合が実施された州
であり,1906年か ら1920年の間に統合学校 は361から1,040校に急増 している。アイオワ州で
はディス トリクト統合が紆余曲折を経た典型的な州である。1858年にディス トリクトシステ
ムからタウンシップシステムに移行 してディス トリク ト数が3,500から900に急減 したものの,
1872年には再度 タウンシップを分割す るよ うに州議会に圧力がかか り,再分割が決定 し,
1889年までには9,000ディストリクトがあった。さらに1906年に州議会 によ って統合方針が
確定されたもののその後の7年 間に18統合学区が創設されたのみであり,1913年に統合誘導
策 として州補助金の交付の決定をみて1920年までに430の統合学区が誕生 している。
北東部諸州では南部や西部 と異なりカウンティは教育行政単位としては重要なものではな
く,タウンが教育行政単位として広範に承認されていた。また,すでに世紀転換期において
はディス トリク トシステムからタウンシステムへの移行はあらかた済ませていた。特に北部
ニューイングランドでは統合す るには居住地が点在 しすぎていることや,南部ニューイ ング
ランドでは都市化が進展 し既にディス トリクト統合が広範 に行われ,統合論者は成果 に満足
していた。そ こでニューイングランド諸州での教育行政課題 は広域的な教育行政の集権的な
管理 ハイスクールの創設,専門的指導体制の確立,州教育局の再編に絞 られていた。以上
の各州における学区再編の1922年時点での結果をまとめると下図のようになる。
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図1合 衆国で採用 されている学区の類型(1922年)
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出所)Cubberley,(1922)p.179
注)年 代はディス トリクトシステムが廃止された年である。Op.の記号の
ある州は州内でそれぞれの類型の学区を選択することも認あられている。
以上のように地域的なばらっきはあるものの世紀転換期においては学校および学区の統合
が強力に推進 されたのである。 こういった統合の推進役を担 ったのはこの時期においても教
育関係者であっ売。とりわけ,州の教育行政当局が主導的役割を演 じたのはういうまで もな
いが,それに理論的基盤を与えたのが当時の教育行政学研究者であった。1900年には学問上
の専門領域 として認知 されることがほとんどなかった分野である学校行政(schooladmin・
istration)を学問的専門分野 として確立 した小規模な研究者集団の中でも指導的立場にあっ
たカバ レー(Cubberley,EllwoodP.)は教育行政学の確立 に貢献 したのみならず,積 極的
に教育改革を唱えてもいた(Tyack&Hansot,p.121)。特に,彼の農村教育改革に及ぼした
影響は大 きい。
カバレーの主著の中に農村教育をテーマとしたものが2冊 あり,『農村教育の改善 』 は
農村部の教育改革の課題をきわめてコンパクトにまとめている。それによると,農村部 の教
育の問題点 として指摘 されているのは,農村学校では利益や理想が欠如 している,孤立 して
いて多数の人々からのみもたらされる熱意がないために苦悩 している,能率化が可能な中で
ほんの一部分で実現 しているだけである,学校の所在地 はたいてい魅力のない所であり,
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校舎はみすぼらしく不衛生である,適切な教授 ・学習に必要なものは欠けてお り,ほんのわ
ずかな教育内容が教授され学習されているだけであり職業的な目的ももたない,教員 の質 は
低 く給料 も安い,教員への指導助言も全 く不十分であり名ばか りの場合が多い,生徒数 はた
いてい少な く,出席 も不規則で学校による指導 も弱い,子どもは同 じ地域から通学 してお り
学校に対 して格別の関心を持たない(Cubberley,(1912),pp.13-14)。
カバ レーはこのように農村学校の現状分析をしたあとに,めざすべ き改革方策を3点 一教
育財政,学校組織 ・教育行政組織 指導体制一に絞 って提案 している。これらの改革提案を
要約す ると,教育費を確保するために財政基盤を現行のディストリク トではなくカウ ンティ
ないしは州を単位にすべきである。農村の学校組織や学区組織の再編にっいては管轄区域を
広域化 して経済的能率的な教育行政を行 う必要がある,と している。すなわち学区タイプと
してディス トリクトシステム,タウン(タ ウンシップ)シ ステム,カウンティシステムの3
形態を対比 して,ディス トリク トシステムを批判するとともに,カウンティシステムを推賞
している。また,デ ィス トリクトシズテムが存続する限 り教育的弊害の多い小規模校 も存続
するのでで きるだけ速やかにディストリクトを廃止するように提案 している。指導体制につ
いては,農村学校への密接で十分な専門的指導の必要性を主張 している。
カバ レーに限 らずその他の論者が農村部の学校の状況を批判的に考察する場合において,
また,デ ィス トリクトシステムの廃止を訴える場合において常 に対照 しているのは都市の学
校であり学区であった。すなわち,都市部の学校および学区は産業化や都市化,移 民の流入
などの社会変動にもかかわらず能率的に運営されてお り,その理由として学校経営において
も,教育行政 において も大規模な組織になっているからであるとしている。
農村教育の改革論者によるこのような論の展開を可能としたものに,当時盛んに行 われて
いた学校調査がある。調査結果が彼 ら改革論者の主張を支えていたことも見逃せない。特に
今世紀の20年代30年代には学校調査を踏まえて農村教育の遅れを示す事実が体系的に収集さ
れ広範た公表された。教育専門職者 はカウンティを単位とする教育行政単位の優越性を認め
非能率的なタウン学校やディス トリクト学校への愛着を捨て,タ ウンやディス トリク トによ
る学校の統制をやめるべきであると主張 したのである(Madison,p.183)。すなわち,コ モ ン
スクール運動の時代や前世紀末に採用されたような理念のみにもとついて改革を訴える戦略
と異なり,農村部の教育改革に一定の 「教育的」科学性を加味 して自らの主張に説得力を も
たせることもこの当時より採用された戦略である。
(4)20世紀前半における学校 ・学区の統合政策の受容
世紀転換期に急速に実施された学校統合や学区統合は既に全米的な政策として承認されよ
うとしていた。ある農村部教育の研究者が1919年に述べたところによると,「学校統合の実
268
験の段階は終わったといってよい。統合運動は今日,良き国家的政策として承認 され るよう
になってきている」(Rosenfeld&Sher,p。35)。
このように,学校や学区の統合が もはや正統的な政策 として承認されるようになると各州
当局は単教員学校の存続を疑問視するようになり,付和雷同 して統合政策を実施 してい くこ
とになる。
たとえば,マサチューセッッ州では1919年段階では統合校は単教員学校の半分に満たなかっ
たのであるが1944年までには96%が統合校になっている。また,この時期においても学校統
合の地域間格差 は顕著であり,たとえば1919-29年の間に単教員学校 の減少率が高いのはカ
ウンティシステムを採用 している南部(37%減)や西部(32%減)の諸州であ り,中西部や
東部のディス トリク トシステムを採用 している比率が高 く教育への住民統制の意識 の高い諸
州ではこの間にそれぞれ全単教員学校の17%,23%が統合されたにす ぎない(Rosenfeld&
Sher,p.35)o
全米教育協会 は1940年代半ばに大規模な学校および学区の統計調査と数州の事例調査を行っ
ており,それ らにもとついて,学校と学区の最適規模に関する勧告を行 った。学校規模に関
する勧告は次の3点 に要約 されている。
1。幼稚園 と第1学 年から第6学 年までの学校では少なくとも7名の教員 と175名の生徒
が必要であり,12名以上の教員と300名以上の生徒を擁する学校 はさらに望ま しい。
2.ジュニアハイスクールとセニアハイスクールの生徒数は300名以上,1学 年75名以上,
教員ユ2名以上が必要である。
3。12年間にわたる教育機会を提供するために組織された学校の生徒数 は200名教員10名
を下回 らない。
NEAによれば,上記の基準は入口の疎 らな地域においても厳密に適用すべきものではな
く,通学時間の上限を も定あている。それによると,初等学校生徒の片道通学時間 は45分を
超えないこと,ハイスクール生徒は1時間を超えないこと,徒歩通学の場合,初 等学校生徒
の片道通学距離は1.5マイル,ハイスクール生徒は2マ イルを超えないこと(NEA,pp,81-82),
とされている。
学区規模については,学校規模と比較 してより弾力的な最適基準を設 けているとともに,
やや抽象的な勧告内容 となっている。
1.教育行政単位は教育要求が存在 し近い将来において も教育要求の起 こることが期待で
き,これ らの教育要求が合理的な費用で効果的に満たされるために十分な生徒数を擁 し
ていなくてはならない。
2.高度な教育上の指導性が非常に有益に活用できるために十分な規模が必要である。
3.学校への支持や学校の統制に効果的に参加 し,学校での諸活動を共有することがで き
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るような小規模性と社会組織形態が必要である。
この勧告では学区規模のイメージをっかむことは困難であるが,具体的な生徒数をあげて
学区規模にっいて述べているところを見ると,学校通学にっいての指導 教授 ・学習につ い
ての指導,生徒の通学条件にっいての指導,学校図書館サービス,成人教育 にっいての指導,
体育指導等の専門的なサービスを提供するためには教育行政当局に在籍するスタッフとして
30名か ら40名が必要であり,そしてこのようなスタッフを合理的な教育財政の範囲内で採用
することのできる生徒数の規模は10,000名か ら12,000名であるとしている。これほどの生徒
数を擁することので きない教育行政当局は専門行政官として採用される職員が上記の教育サー
ビスのいくっかを兼担 したり校長および教員がカ リキュラムの特定の分野 の指導主事をも担
当することによって,生徒数が5,000名か ら6,000名でも二定の専門的な教育行政が可能であ
る。さらに,教育長,看護職員,図書館司書それぞれ1名 の最低限度の教育サービスで も生
徒数が1,500名から1,800名必要であると述べている(NEA,pp.86-87)。
NEAといった有力な教育専門職団体の調査報告はそのもた らす影響 がおおきいことはも
ちろんであるが,なによりも全国 レベルを対象にした実証的な調査に基づいた学区研究であっ
た点に特徴がある。NEAにかぎらずこの時期,特 に1940年代半ばには学区規模についての,
とりわけ学区再編に関する研究が多 く行われている。それらの諸調査研究を総括する中で,
リューザー(Reusser,WalterC.)らは学区再編の促進要因と阻害要因について次のように要
約 している。促進要因としては,効果的な教育計画は教育行政単位が十分な生徒数と財政基
盤を持っときだけ可能になると多 くの市民が認識するようになったこと,強力な教育行政上
の指導 と州の財政援助計画がより大きな教育行政単位の創設を促進 したこと,州議会が方針
.を変更 したために広域的な学区の形成が容易になったこと,あらゆる学校に適用 され る州の
基準の設定等を指摘 している。また,小 規模校の不連続性,教員の不足,ハ イスクールの授
業料の徴収困難 職業教育への要求,学校の経済性への要求等をも促進要因 としてあげてい
る。
他方で阻害要因 としては,不十分で厄介な学区関連法 ディス トリク トへの極端な忠誠心,
広域的な学区が形成 されることによって一定の権利を放棄することへの恐れ,広域的な学区
制度での学校税の増大への恐れ,学区の広域化はバス通学生徒数の増大をもたらし多 くの学
校が廃止されるとの誤解,指導性の欠如,広域学区は農村部のコミュニティを破壊 し農村人
ロを減少させるとの恐れ,等である(Reusser&Wochner,pp.308-309)。
20世紀前半の世界的な経済恐慌の時期 は,特に農村部の不況は深刻化 し,教育費支 出の抑
制や能率的財政運営の要求がいっの時代にもま して強 く叫ばれた時期であった。合衆国の教
育行政史上統合による経費の節約がもっとも強 く求め られ,着実に統合が推進 されていった
のである。
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(5)1950年代以降の学校 ・学区統合の実践
第2次 世界大戦後に至ると統合政策は農村部における教育 「政策」か ら広範に行われてい
る教育 「実践」として承認されるようになり,さらに1960年までには統合は社会における改
革志向集団のみによって主導される 「改革」 としてみなされるのではな く,教育専門職者 の
みならず合衆国社会の主流派によっても支持される教育的 「標準」として見なされるように
なってきた(Rosenfeld&Sher,pp.39-40)。
下図を参照すればわかるように,1945年以降10年毎に学区数が半減 している。すなわち,
1945年時点で約100,000あった学区が1955年には約55,000学区に,1965年には約27,000学区に,
1975年には減少率が若干鈍ったものの16,000学区になりその後1980年代にはいって15,000代
で推移 している。 したがって,学区制度史全体から見ると戦後の特に1950年代 と60年代前半
の学区の減少率はきわめて顕著であったことになる。
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戦後 の学 区統合の推移を示す事例 と して劇的 な学区再編 を経験 したイ リノイ州 の事例 を紹
介 したい。1943-44年度 にお いて同州内 には11,998の学 区があ り,そ の中 で9,700学区が単 教
員学 区であ った。1945年の学校法で州教育委員会 とカウ ンテ ィ教育委員 会が学 区再編計画 を
提 出す るように規定 され た。2年 後 には12学年制学校 を設立す るための実際的方法 を規定 し
てい る 「コ ミュニテ ィ単位 学 区法(communi土y・unitdistrictlaw)」が 制定 され,そ して
1951-52年度 には学区総数 は3,413にまで急減 した。同法 の規定 によ ると,コ ミュニテ ィ単 位
学 区 に含 まれ ないすべて の人家 の密集 した隣接す る地域 は,そ の隣接地 域 全体 で人 口2,000
アメリカ合衆国における学校規模 ・学区規模に関する考察 271
名を下回 らず課税評価額が$6,000,000を下回 らないように新たな12学年制学校 に組織で き
る(Hooker&Mueller,pp.17)。
1945年のイリノイ州の学校法にっいては次のような肯定的評価が存在 している(Mulford,
p.58)。まず第 ユに,州議会が強制的に再編を命令するよ うな方法とはまった く異 なり,地
方での民主的な自己決定の原則に基づいた方法であること。第2に,多 すぎる小規模学校管
理機関 というやっかいな問題を解決するための新たな方法を示 したといってよいこと。第3
に,従来 は教育行政における分権の意義を重視 し,再編によって教育行政に関す る既得権を
奪われる恐れを抱いていたために秩序だった再編を常に妨害 していた農村部の指導者が非常
に高い関心を示 したこと,である。っまり,この法律の制定後には学区再編が地方の学区の
特 に農民のイニシャティブのもとに実施 されようとしているとの見方がある。 しかしながら,
同州の学区再編ば小規模学区への州補助金を操作することによって促進されたとの判断が妥
当であろう。たとえば,第9学年から12学年までの平均生徒数が60名以下の学区が補助金 を
受 け取 ろうとするにはカウンテ ィと州の教育長の特別な承認 を必要 と した(Hooker&
Mueller,.pp.17-18)のである。
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このようなイリノイ州の事例にかぎらず,その他の州においても州が主体的に財政政策を
通 じて小規模学区のとりわけ単教員学区および学校の統合を促進 していたのである(図3参
照)。もちろん,学校への地方統制の保持や学校税の引き上げ阻止およびコ ミュニティ生活
の維持 ・発展などの論点をめ ぐって各地で統合推進派 と阻止派 との軋礫が生 じている。その
ために統合政策は全米的に教育的 「標準」 として認知されるようになってきたことは事実で
あっても,必ず しも円滑に行われたのではなく,紆余曲折を経て実施 されたのである。地域
的にみても統合の進捗状況 は多様であった(?)。つまり,教育が州の機能であることか ら州 ご
とに基本的教育政策 は樹立 され実施されてお り,州の社会的,経済的,歴 史的,政 治的な相
違にもとついて統合政策の推進形態 も異なった ものになっており,全米的に均一に統合が行
われたとの誤解は避けなければな らない。
また,1958年に発表 された 『コナント報告』はおりからのスプー トニクショックもあって,
ハイスクールの規模の拡大に多大な貢献 と影響力を及ぼ した(Boyer,p233,(邦訳261頁),Sh-
er&Tompkins,p.58)。同報告ではハイスクールの改革のために21の具体的な勧告を行って
いるが,それ らの改革の前提条件として卒業学年生徒数が100名以下の小規模校 の削減を訴
えている。コナント(Conant,JalnesB.)によれば 「この重要な改革(学区の再編によって
小規模ハイスクールの数を激減させること)の ほかには,わが国の公立ハイスクールを改善
するために,アメ リカ合衆国教育の基本的形態に徹底的な改革を加 える必要 はない」(Con-
ant,p.40,邦訳45-46頁)とまで断言 している。
コナ ントの擁護する理想的な中等学校形態 としての総合制ハイスクールは,コナ ント報告
以前か らもあったし,今日の合衆国の中等学校形態として典型的なものであり続 けている。
ところが,地域の生徒に対 して同一の学校で個性に応 じた教育を行 う総合制ハイスクールの
特色を生かすかめには,コナントは一定規模の生徒数と教育財政基盤が必要不可欠であると
の認識を示 しており,60年代の統合にはこのような 「理想的」中等学校の擁護 ・育成 といっ
た課題 もあったのである。
3.学校 ・学区の規模 と統合政策の説明理論
前章では学校および学区の統合政策の歴史的展開過程についておもに統合の実態に焦点を
当てながら検討 してきた。統合政策が規模の拡大による効率的な学校経営や教育行政を目指
したものであったことは今までの論述の中で指摘 してきた通 りである。すなわち,biggeris
better論を根拠として統合政策が行われてきたのである。そこで,統合政策の歴史的展開過
程において培われてきたbiggerisbetter論はおもに何に準拠することによって正統的な論
としての地位を占めてきたのかにっいて検討す る必要がある。
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ところで,合衆国の農村部教育 の研究動向を レビューした ド・ヤ ング(DeYoung,Alan
J.)によると従来の教育史 は都市教育史に片寄る傾向があるものの,農村部が全 く無視さ
れていたわけではなく,今日の農村部教育の主要な研究関心は,次のような理由に基 づいて
喚起 されてきている(DeYoung,pp.128-129),としている。その理由とは,た とえ都市化が進
展 しても全ての農村部学校や農村部に特有の教育課題が近い将来完全に消滅することはない
点と,1970年代に農村地域の教育機会の平等性にっいての関心が重要な課題になったこと,
すなわち,農村部のマイノリティや教育的に特別な配慮の必要性のある生徒の問題が都市 を
モデルとした教育サービスの配分 では十分に解決で きなかった点 と,「効果的 な学校教育
(effectiveschooling)」への今日における全米的な関心の高まりによって,より大きな学校とよ
り集権化された教職員配置は常に望ましいとする伝統的な考え方が批判され始めた点,農村部に
おける経済発展に果たす学校の役割とその改善にっいて再認識されるようになった点,で ある。
もちろん,biggerisbetter論の問い直 しは上述の第3点 目にかかわってお り,この学校お
よび学区の規模に関する命題が農村部の学校 ・教育研究の 「新たな潮流(newwave)」(De
Young,p.123)によって問い直されっっあるのである。新たな潮流による統合政策お よび規
模の拡大を説明す る理論をあえて分類すれば,た とえば農村教育の改革 モデルとしての都市
部の教育モデルの導入,州 による教育統制の強化,企業資本主義イデオロギーの導入(8)など
に分けられよう。 もちろんこれらの説明理論 は重複 して論 じられる場合が多いが,こ こでは
都市モデルの導入,州による教育統制の強化の2点 に絞って検討 してみたい。
α)都 市モデルの導入としての農村部における教育改革
農村部の統合と規模の拡大をもたらした要因は都市モデルの導入であると捉える代表的な
論者にダン(Dunne,Faith)がおり,合衆国のおよそ1世 紀以上 にもわたる農村部 の教育改
革のモデルを次の表のように対照的に描 き出している。
表1農 村部学校の改革モデル
輸入と改善による改革モデル コミュニティを基盤とした改革モデル
1.平等は教育サービスの均等性によって判断
される
1.平等は多様な場所で多様な要求に均等に対
応することによって判断される
2.教育の質は要求された入力の観点か ら判断
される
2.教育の質は要求された結果の観点から判断
される
3.将来への準備として他人や制度 ・政策や没
人格性への対処の仕方を学ぶことが求めら
れる
3.将来への準備 としてコミュニティの持っ価
値への認識を強固にし、コミュニティ生活
の価値への高度な認識力が求められる
4.教育上の統制において最適で最も中心にな
るのは専門家組織である
4.教育上の統制において最適で最 も中心的に
なるのはコミュニティである
5.学校教育の最 も重要な機能は諸個人の選択
の範囲を拡大することである
5.学校教育の最 も重要な機能はコミュニティ
生活を維持 し向上させることである
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かれは農村学校の改革を実施するための改革戦略および抵抗戦略は過去何年にもわたって
変化 してきたが,戦略の基底になる考え方を集約すると基本的な改革 モデルと呼ぶ ことので
きるものが浮かび上がって くる,と述べており,そのモデルが上表の両モデルである。
左の列の 「輸入と改善 による改革モデル」は都市部で開発され適用されてきたモデルであ
り,このモデルは一定の一貫 したや り方で教育サービスが供給 されれば,全ての子 どもに有
益 となる単一の教育 システムは存在するとの前提にたっ。 したがって,教育機会の平等 を実
現するために全ての子どもに同一の(少 なくとも可能な限 り同一性に留意 して)教育計画お
よび教育施設や質的に同水準にある教員を準備することが必要となる。また,個人の選択の
範囲を増大させることが教育の第一の機能であるために,教育の質は最大の教育機会を得 ら
れるような入力の量(た とえば,最善の教育計画として広範で多様な教育課程や多 くの有資
格教員,多様な教育設備)に よって判断される。
さらに,農村部の若者 は農村 とは異質な都市化社会に適応できるように準備 されさえすれ
ば,人生での選択の範囲を多 く持っことができる,と考える。すなわち,も し都市部 の労働
市場における競争で成功を収めるためには,他人と競争するように訓練 されねばな らない。
またもし都市部で幸せに暮 らし労働す るのであるならば,没人格的な環境で他人 とつ きあ う
ことを学ぶ必要がある。っまり,都市部において市場価値のある能力をあらか じめ学校で学
ぶ必要がある,との前提に立っ。生徒にこのような準備をさせるのが学校の第一の機能であ
るべきであ り,学校 はコミュニティとより大きな社会との掛橋 として役立っべ きである,と
考える。
さらにこのモデルによれば,教育政策と教育実践の統制はコミュニティ成員ではな く専門
家 によって適切に行われるべきであり,専門家は学校に最低基準を維持するように圧力 をか
けるとともに,ある学校のある生徒が他の学校の他の生徒と同 じ基本的な知識能力を持っ こ
とができるようになる。
以上みてきたように,このモデルが農村学校の改革に適用されると(一定の限界はあるが)
大規模学校 はよりよい学校であるとの考え方に導かれる。すなわち,大規模な生徒集団でな
ければ,異なった教育課程を学ぶための多様な教育計画を提供することは困難であり,また,
広範な課税基盤がなければ,専門的な現代化 された設備や高度な訓練を経た教員を雇 うこと
はできない。生活の全てを知 り尽 している仲間集団の住むコミュニティを単位 とした小規模
な学校のままでは,若者を没人格的な都市化社会で競争できるように訓練することは不可能
である。か くして,このモデルによれば教育改革 は小規模校の統合や広域的なハイスクール
や州内での広域行政単位の創設の観点に基づいて推進 されるようになる。(Dunne,pp.328-9).
「コミュニテ ィを基盤とした改革モデル」は教育の質を全米的な均等性を基準 にして判断
するのではなく,個々のコミュニティ内での多様な要求や必要性に平等に対応することによっ
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て判断 し,各コミュニティが生徒の要求する学校教育を提供す るときに平等 は達成され る。
すなわち,理想的な学校教育システムは多様な種類の教育環境を提供 しそれぞれの学校 シス
テムが個々のコミュニティに特有な必要性を充足することを主眼とする。
学校とコミュニティとの関係についてみると,コ ミュニティ成員は農村学校をコミュニティ
の心臓部であると見なしており,学校が心臓部としての機能を維持す る能力を向上 させるこ
とを望んでいる。そして,コ ミュニティの要求に応答的になるためであるならば,教育計画
の多様性や立派な設備をいつでも犠牲にする用意がある。 したがって,教育計画の多様性 や
設備等の入力に重 きをおかないために,出力の観点か ら教育計画の質を評価 し,期待 されて
いた出力の評価は必然的に限られた方法で行われざるを得ない。
また,農村の子 どもは不確定な未来に直面するであろうことは認識 しているが,だ か らと
いって,都市環境に容易に適応するために学校で訓練されねばならないとは考えず,人生 を
切 り開いていくためには農村 コミュニティ生活で培 った強靱性を頼 りとする:方を望む。また,
教育統制の中心となるのはコミュニティ自身でありコミュニティのみが若者 の発達に純粋で
長期的な利害関係を持っている,と考える。
したがって,このモデルによると大規模性 は教育の質と有意な関連があるとの考えを拒否
し,伝統的な地方の価値,小規模性に固有の質,過去において小規模な農村経済のために役
立った社会的なネットワークの形成等に基づきなが ら農村学校を改善することを望んでいる
(Dunne,,pp.329.330).
以上のダンによる農村部の学校の改革モデル,すなわち,改革戦略としての 「輸入 と改善
による改:革モデル」の実行の結果 としての農村部の教育の変容 という説明は,農村学校の改
革の基本理念や改革の方途を歴史的に検証 してい く場合に有効な理論を提供 していると思わ
れる。同時に,このような両 モデルを対照的に描 くことによって,農村部 の学校教育 におい
て保持されてはきたが,今 日,消滅の危機にある価値の再検討あるいは再評価を迫 って もい
る。すなわち,社会構造の高度化や複雑化によって全米的な均等性が求められる必然性はあっ
たが,地域毎に固有な教育課題を解決するために工夫されてきた地域に特有の教育過程をす
べて否定すべきであるのか否か という問題を提起 して いる。 タイアック(Tyack,DavidB.)
も述べているように,近代社会に参入するために,十分な訓練を生徒 に施す ことは,た とえ
それが若者に人生での機会を解放することになったとしても,それは社会での生活スタイル
の多様性を打 ち消すことになる(Tyack,(1972)p.19),危険性をはらんでいるのである。
また,教育機会の均等の観点から教育の質を測定する場合,測定の比較的容易 な教育への
入力を測定基準 として用いることはある面ではやむを得ない。だが,入力が重視されす ぎた
ために,逆に出力の測定が軽視 されたことの問題点がある。とりわけ,出力 としてすなわ ち
教育目標 としてコミュニティとのアイデンティの形成を掲げる 「コミュニティを基盤 とした
276
改革モデル」のめざす ものがその良否の決断をする余地 もな く否定されたことは,コ ミュニ
ティの崩壊にっながる可能性がある。
いずれにして も,改革推進者 たちは農村学校を改革するための,また農村学校を 「近代化」
するための戦略 として州の教育政策形成担当者,教育行政官等の支持を取 り付 けなが ら,農
村学校を合衆国の都市(のちには郊外)の学校のひな型に作 り替えることを目指したのである。
この戦略は具体的には,都市部で開発 し採用 されていた教育基準,教 育革新,学 校施設,教
科書,カ リキュラムや,さ らには都市で養成 された教員を積極的に農村部に移入す るととも
に,教育政策として学校統合や学区統合を推進 したのである。
② 州による教育統制の強化
教育が州に留保 された機能であることにっいては異論はないものの,州政府と地方学区 と
の間でどこまで教育行政の機能を分担するのかあるいは教育行政権限を分有するのかにっい
ては長い間論点 となってきた。とりわけ,小規模校の教育条件の改善のために州教育委員会
によって提示される最低基準と,農村部の地方教育委員会が独 自に設定 し住民か らも支持 さ
れている基準との間に格差が生 じている場合,財源に占める州補助金割合の高さか らみて,
不本意なが らも小規模校の存続が認め られなくなることがある。また,コ ミュニティの歴史
とともに歩んできた学校や学区が法的な制裁規定を含んだ強制的な学区統合法の制定によっ
て,再編を余儀な くされることがある。
合衆国の教育行政は地方 レベルへの教育行政権の委譲 という分権的なシステムが採用 され
ている,と一般的には認識 されているものの現実には州統制 と地方統制 とが衝突す る場合,
学区は州の被造物であるとの原則によって学区の自律的な意志決定が犠牲にされることが多
い。過去 におい七統合問題をも含む教育統制権の所在の問題をめぐり州当局 と地方学区との
間で幾多 の紛争を経験 している(9)ものの,法制的な観点か らみれば,学校や学区の存続 は最
終的には州の教育行政当局の裁量 と州議会の決定に委ね られてお り,統合政策の歴史的展開
過程の中では州による教育統制権がしだいに強化されてきたのである。
州の教育政策形成者に影響を及ぼしたのは,州権を強化することによって公教育の基準を
全般的に引き上げるべきであるとの主張である。また,小規模な農村学校を維持 しよ うとす
る考え方が,すなわち,子どもや青年の教育に対する関心と教育への父母の参加 を相対的に
高度なまま維持するために学校を父母の居住地から近接 した位置におこうとする近隣学校の
考え方(Knezevich,p179)が歴史的に時代錯誤なものであると認識されるようになってきた
ことも州の教育政策に影響を与えた。そして,州が主体的に教育政策を樹立 し,産業構造 の
変動に即応 した近代的で革新的な学校経営単位や教育行政単位の樹立が叫ばれるようになっ
てきたのである。
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このような州政府の主導による統合政策の趨勢にたいして地方学区住民は決 して唯唯諾諾
と応 じていたのではない。たとえば,積極的に提訴 して統合の回避を求めて もいた。20世紀
全体を通 じて学区統合および生徒の通学にかかわ る訴訟は数多 く提起されている。とりわけ,
これらの訴訟件数の歴史的な推移を見ると1920-40年代と第二次世界大戦後数年が ピークを
なしている(Tyack,Jalnes&Benavot,pp.119-20)。これは学区統合件数のピークと符合 し
ている。
タイアックらは,統合をめぐる紛争はある面ではフォーマルな州の権限と地方での忠誠心
および慣習 との衝突によって引き起 こされた ものである,と述べている。っま り,衝突の当
事者である州にとっては,学区は州によって作 られたものであり州は州議会の承認を得 たな
らば任意に学区の境界を変更できるとする基本原則は明確であり,なおかっ,学校財産 は基
本的には州に属 している。他方で地方住民にとっては,定住を始めたときにはタウンやデ ィ
ス トリク トは随意的な機関であったものの,一旦居住するとコ ミュニティは自分たちの象徴
を持ち現実的な生活を営むようになる。住民のコミュニティへの忠誠心 は強力であり,近接
の学区と対抗することも多い。学校 はたいてい住民 自らの手によって建設され,コミュニティ
の出身者が教育 し,子 どもに外 部 社会 へ の精神 的 な窓 口を与 え る(Tyack,James&
Benavot,p121)。このようにして醸成されてきた学校とコミュニティとの紐帯は,統合が必
然的にもたらすコミュニティの亀裂を回避するように作用するのである。
学校や学区の再編を望まない住民の意向と近代化された学校 システムは統合と標準化と集
権化を必要 とサると主張する州当局や教育関係者との間での妥協的な産物として,19世紀末
頃に州議会を通過 した法は,一方で学校や学区の規模の拡大を促進 しなが らも,他方で,統
合の決定過程における公聴会の開催や学区再編にっいて住民投票や統合後の評価を義務づけ
たりする条項を加えることによって地方の意志を尊重する余地を残さざるをえなかった。
こういった地方の意志への配慮 は行われたものの,今世紀にはいると学区統合関連法の制
定や州の最低基準の設定等により,州政府の意図 した学校規模の拡大や学区規模の拡大が積
極的に行われたのである。
教育行政組織論の観点 か らの学区統合 の課題 にっ いて論 じたス トゥラ ング(Strang,
David)によれば,学区統合に伴う行政組織の規模の拡大によってフォーマルな組織構造が
求 められるようになる,と述べている,すなわち,こ こで言 うフォーマルな緯織構造とはヴェ
ーバー学派の官僚制論にもとついた,地位の階層化,専門的資格 機能分化,外 部の政治的
影響か らの遮断であり,州全体の教育行政組織がサブシステムとしての学区の規模の拡大 を
通 して,フ ォーマルな組織構造に作り替え られていったのである。
コミュニティと学区組織の関連にっいてみると,学区統合は連邦,州,地 方 レベルで権限
が配分される3層構造自体を変革するものではないが,統合以前には2っ以上の組織 に分散
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していた機能や管轄が生徒、父母 学校,近隣か らみた場合,統合 によって組織上の権限 は
手 の届かないものになっており,っまるところ集権化されたものになる点が指摘 されている
(Strang,pp.352-353)o
教育専門職者 は州教育当局と一体となって学区統合を推進 し,その際に教育専門職者 は,
小規模学区の持っ小規模性やインフォーマルな組織性や専門性の欠如等が財政的非効率性や
教育的非効率性を生 じさせると主張 し,規模の拡大の産物である教育行政組織における特性
としての官僚制化や集権化,さ らに,教育行政の専門職化が もたらされ,今 日に至 るまで維
持 されつづけているのである。もちろん,教育行政組織にかぎらず,学校組織 の特性 として
も官僚制化や集権化がもたらされたのである。
4.結 語
学校規模や学区規模が論 じられ る際に,実証的な観点か らの主張は学校調査運動があった
ように皆無であるとはいえないまでも,非常に限 られたものであったことは事実であろう。
実証的な裏付けを欠いたままであっても,統合政策は世紀転換期における 「実験」の段階を
経て,第2次 世界大戦までには良き国家的な 「政策」として承認されるようになり,そ して
戦後に至って,「政策」から 「実践」へとその支持基盤を拡大 し続 けてきた。すなわち,歴
史的にみるとbiggerisbetter論として理 それ自体は特に教育専門職者によって間断 なく
支持 されてきたのであるが,その理論が最終的には 「実践」へと転化す るところまで普遍性
を持っようになったのである。
19世紀半ば以降,農村部では伝統的な教育管理方策としてディス トリク ト住民による直接
的な統制が行われてきており,世紀転換期以降においては住民の提訴による統合反対 の動 き
もあったが,教育財政上の予測される節約額や学年制学校の効果性,高度の専門的教育を受
けた教員や教育行政官 といった 「客観的」条件を提示されることによって,農村部住民 自身
による学校統制の伝統を放棄せざるを得な くなって くるのである。量的にも質的にも高度な
教育資源を提示 されることによって,生徒の学習総量が増大 しさらに生徒の将来的な成功の
機会が拡大 されるとする言説 はきわめて説得力を持 ったのである。
つまり,学校 ・学区の統合政策は政策の意思決定の正統性ない しは専門性 に裏づけられた
強力な説得力を持 っていたために,統合反対の意志表示が学校への単純な愛着心や住民統制
を継続することによる狭域利益の保護 といった問題に倭小化されてしまい,農村部の小規模
学校で行われてきた教育の価値や小規模 コミュニティか ら構成される学区制度の持っ価値に
っいての再検討の余地をなくして しまってきたといえよう。
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学校統合 ・学区統合への抵抗の根拠を歴史的に補捉すると,父母 ・生徒 と学校 ・学区 との
間の密接なつながりを切断 し,また,学校の喪失 はコミュニティの活力を失わせることにな
ること,学区の拡大が学校税の税率を引き上げること,住民統制が希薄化 ・間接化すること
等を中心とした行財政的な問題点をはらんでおり,これ らの問題点を根拠 として抵抗運動が
起 こってきた。子どもは統合によって如何なる影響を受けるのか,果たして教育的に小規模
校 はどのような点で不利であるのかにっいての実証的な研究成果を踏まえた議論はほとんど
なかったのである。
今 日の合衆国における農村教育研究のニューウェーブはまさに従来等閑視 されていたこの
点をっいていると考え られる。っまり,統合政策が歴史的に内包 しっづけている問題点や実
証的な観点からの統合政策の効果性にっいての研究が深化 し,biggerisbetter的規模論に
対 して根本的な問い直 しが始まっている。そうであるならば,われわれは従来の学校 ・学区
規模論の持つ限界を正確に認識 し,さらに厳密な規模論を新たに構築する必要に迫 られるが,
この課題の解明は他 日を期 したい。
〔注 〕
1)学校規模に関する調査研究は多いが,代 表的な研究成果の一部 として,EducationalResearch
Service,K:enny,Holland・Bari鳳le&White,Cohn,Riew等がある。
2)本稿においては,学区の概念の中での1学 校の生徒の通学圏である通学区域としての学区の概念や,
学校の管理運営の権限を付与された法人 としての学区の概念ではなく,学校の設置区域すなわち教
育行政単位としての学区の概念を用いている。わが国において合衆国におけるschooldistrict
は通常 「学区」と訳されている。しかしながら,「学区」は必ずしもdistrictのみをさすのではな
く,その他の,たとえば,town(township)やcountyも上述の 「学区」の概念に含まれることか
ら,本稿で用いる 「学区」 は合衆 国における教育行政単 位の呼称 としてのdistrictやto-
wn(township)やcou且tyを含めた概念 として用い,文脈上必要に応じて 「学区」の下位概念 と
してのdistrict,town(township),countyをそれぞれディス トリクト,タウン(タウンシップ),
カウンティと記述する。
なお,中間学区(intermediateunitofadministration)も地方教育行政単位と』して重要 な
機能を果たしているが,本稿の検討対象には含めていない。中間学区の創設と発展過程にっいては,
高野良一 「アメリカ広域地方教育行政組織の類型(その一)」および 「(その二)」『大阪成践女子短
期大学紀要 』Nα24,Nα25,1987年,1988年参照。
3)学校規模と同様に,学区規模についても調査研究は多 く行われている。比較的新 しい研究成果 とし
て,Butler&Monk,Webb,White&Tweeten等がある。
4)た とえば,深山正光 「教育行政単位の問題」東京教育大学教育学研究室編 「教育大学講座7教 育
行財政 』 金子書房1951年,吉本二郎 「地方教育区の大きさを規定する重要なる素因にっ いて」 日
本教育学会編 『教育学論集教育方法 ・制度篇 』 目黒書店1951年,持田栄一 「教育計画における区
域の問題」 「講座教育社会学 』 第VI巻東洋館出版社1956年などがある。
5)永岡順 「アメ リカ合衆国の地方教育行政一教育区制度と地方教育委員会一」 「国立教育研究所所報
』 第38号1957年,同「アメリカにおける地方学校区(LocalSchoolDistrict)の再組織の過程一
アメ リカ学校経営の史的展開に関する研究(1)一」 『東京教育大学教育学部紀要 』 第19巻1973年,
同 「アメ リカにおける地方学校区(LocalSchoolDistrict)の再組織の要因一アメ リカ学校経営
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の史的展開に関する研究(2)一」 「東京教育大学教育学部紀要 』 第22巻1976年
6)学区の統合 ・再編やタウンシステムの採用に関連 した州法には,強制力をともなう州政麿 による命
令ではなく各地方学区の裁量に任されている任意な法律(permissivelegislation)と,地方学区
は法律に明記された限度内で再編することは任意であり,再編の発議権は学区にあるが,一 定の条
件を満たせば,学区の再編を州が強制力を伴って命令することも可能である法律(semipermissi一.
velegislation)と,強制力をともなって州が一方的に地方学区に再編を命令す ることので きる.
(mandatorylegislation)とがある(Campbell。Cunningham・Nystand&Usdan,p.87)。
7)たとえば,ス トゥラング(Strang,David)は1940年から1980年までの学区統合の3パ ターンを紹
介 している(S士rang,p.356).第1のパターンは1938年時点で相対的に学区数が少な くその後 も学
区数にほとんど変動がなかった州でおよそ15州ある。たとえば,フ ロリダ州では67のカウンテ ィと.
一致す.る67学区のまま推移している。第2の パターンはわずか5年 間に半分以上の学区を削減 した
州であり12州ある。第3の パター ンは1940年代.と50年代,1950年代と60年代の20年間に徐 々に学区
を削減 していった州であり20州ある。
8)農村部教育の 「近代化」を支える企業資本主義イデオロギーの役割にっいてはSilver&DeYoun-
g論文を参照。 、
9)代表的な学校統合紛争の事例研究としてPeshkinを参照。なお、 フラー(Fuller,WayneF.)は、
中西部諸州を事例として教育専門職者 と農村部住民との間の統合をめ ぐる紛争を理論的に整序 して
いる(Fuller,pp.233-9)。
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SCHOOLANDDISTRICTSIZEINTHEU.S.:HISTORICALPERSPECTIVEONTHE
RURALSCHOOLANDDISTRICTCONSOLIDATION
ShigehisaKOMATSU
Therelationshipsbetweenschoolenrol㎞6ntsizeandef且ciencyareperpetualthemeinthe
且eldofeducationaladministrationintheU.S..Themostinfluentialviewaboutsizeisthe"bigger
isbetter".Thelargerschoolanddistictcontributetotheサducationa正outcomesintheschqoHng
andefficiencyinedcationaladm面stration.Recently,however,thisviewhavebeenr琴dicany
challengedbysomeruraleαucationresearchers.ThispaperwiHreviewandanalyzetheimplications
ofthis"biggerlsbetter"doctrinethroughschoolandconsolidationmovementhistorica皿ypursued
intheruralAmerica.
Mid19thcentu専,㎞theageofco㎜onschoolmovementlocalschoolswerecontronedby
then㎜eroussma且schooldistdcts.Schoolre鉛mlers藪eHoraceM㎝n,HenryBamard,other
stateof丘cialsandeducatorsfbrcedIocalcitizenstoabo五shthedistrictsystembasedonthe
education訓pove丘脚deconomical血e面ciency。Latterha匠ofthe19thcent剛ocalco㎜unities
gradu烈1yabolish6ddisthctsystemandadoptedto㎜(to㎜s垣p)system.Atthetumofthe
centuryand・fbnowingsomedecades,schoolahddistrictconsolidationhadbeenthenational
standardpolicy.EducationalIeaderswhowere.thenewgenefationofprof6ssionaHzededucational
administrationmadein烈uentialsuggestionsfbrconsolidationpolicy.Mainly,throughstudent
transportationactsandstate五nancialaidstolocalschooldistriOtsincentivef6rconsoHdation,the
numberofconsolidatedshoolsanddistrictshlcreaseddrasticaHy.Stateof五cialsandprof6ssional
educatorswerethemain.actorstoencouragecoμsoHdation.Theyintroducedthee璋ciency
P血ciplesintotheeducationaladministration.Forefficient.schoolanddisthct.operation,they
thoughtthatbiggerunitsofoperationwerenecessary.
Rur組schoolrefbrmwasimplementedaccordingtotheurb㎝schoolrefb㎜model.Inthe
courseofconsohdation,ruralschoolscanorshould㎞itateef丘cienturbanschools.Then,values
contahledhltheruraleducadophavebeenreHnquished・
Statecontrolpowertothelocalschoolshavebeenrehlf6redthroughconsolidation.Bigger
admi通stra廿veunitofeduca廿onreq面resfo㎜組adll血strativeorganization.Andstate血ancial
aidplanencouragedstateschoolcontrol.FormalorganセaUonalstruct脚resconthbutedtothe
鉛 ㎜ationofbureaucratl年6d,pro艶ssiona董zed,impersonaHzedandstra面ededuca廿onal
administrationstructuresbothschoolanddistrictorganizadon.
